金融危機後期間における移行国経済

発展実態分析
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要　　約

国際金融危機は世界経済に強いショックを与え、経済衰退を引き起こした、経済移行国は大きな被害を受けた。金融危機によるダメージを対応するため、移行国は各自に経済回復促進策を打ち出して、多様な措置で金融業の安定・実体経済の復興・消費と投資の拡大を図り、その成果は確実に現れた。これらの措置は移行国の金融危機後期間で再び経済成長するのに必要な条件を用意した。本文はこれを基づいて、金融危機後期間における日本とロシアなどの移行国の経済発展状況を深く分析したうえ、強力に経済構造を調整し、経済成長と経済発展のパターンを変えて、それを継続発展の可能な軌道にのせることは、今後一定期間に、移行国の経済発展を回復、そして促進するための正しい道であることを結論づけた。
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金融危機後期間の移行国経済発展実態分析
２００８年から、アメリカのサブプライムローンが発端となる国際金融危機は全世界を襲い、経済衰退を起こした。国際金融危機が移行国に対する影響は最も大きかった。ロシアと中東欧諸国は2008年後半から深刻な衰退に陥た。なかには、通貨危機・株式市場の危機・債務危機・実体経済危機・経済成長危機と政治危機まで同時に起きる国もあった。この危機とこれに関連する金融不安・経済低迷・国民収入下落・失業率上昇などの状況を直面した移行国は経済促進策を打ち出した。多様な措置で実体経済を復興、金融業を安定、消費と投資需要を刺激、失業者に対する援助を増加、これらによって危機の社会に与えたダメージを減少することを図った。それらの行動は移行国が金融危機のダメージから脱出と金融危機後期間において、経済成長を取り戻すのに重要な役割を担った。
一、徐々に危機の影から脱する移行国の経済

　国際金融市場は徐々に回復、世界経済は徐々に危機を脱し、加えて移行国が経済促進刺激策を実行したので、ほとんどの移行国の経済はそれぞれ回復的成長を見せた、中には短い間に経済成長に転じた移行国もあった。

（一）比較的に国際金融危機の影響から脱する日本経済

国際金融危機と経済サイクルの同時影響のもと、2008年の日本経済は欧米以上の衝撃を受けた。ほぼ全ての経済指標は悪化する一方であった。
国際金融危機拡大が続き、アメリカ経済と世界経済は短期間に回復することが期待できない状況のなか、大きく輸出に依頼する日本経済は戦後最大な不況に陥る恐れがあるが、日本国内の金融秩序が安定していて、経済社会インフラも良好であるから、日本経済は依然として強い危機を耐える力を持っていて、長期不況に抜け出せない可能性は少ない。
（二）底打ちから回復する東欧諸国の経済
国際金融危機の深刻な影響を受け、東欧の移行国の経済は2009年に大幅に落ちた。別の資料によると、2009年の第2四半期に、クロアチア、カザフスタン、ポーランド、セルビアとウクライナなどの国の工業生産はプラスに転じた。ポーランドは国内需要が相対的に強い、それにGDPがプラス成長を維持している。

一方では、国際需要が改善に通貨安が加え、ある程度で自国製品の競争力を強めた、東欧の移行国の貿易輸出を後押した。特に2009年第4四半期では、世界経済の回復は東欧移行国の輸出の増加を促進した。

もう一方では、国際金融危機の深刻な衝撃を受けたが、ロシアや東欧諸国の銀行業界に連鎖倒産が発生しなかった、預金者の信頼も失っていなかった。しかしながら、景気の回復が遅れ、ローンのデフォルト率が上昇し、銀行がやむ得ず、リテールへのローンを削減し、バランスシートを立て直さなければならなく、そうしたせいで、消費と投資需要にも波紋を及ぼして、有効に経済成長を促進することができなくなった。
上述したように、国際金融危機の衝撃を受けた移行国は徐々に経済危機の強いショックを脱し、プラス態勢に転じた原因は、主に移行国が迅速に経済回復促進策と救済計画を実施したことである。特に実体経済への支援策・金融安定策、多種な消費と投資需要への刺激、失業者と弱者への救済に力を入れた。移行国家の実践は、これらの政策措置の効果を比較的に明らかにしている。

二、危機後期間移行国経済発展の基本的状況
国際金融危機の発生以来、世界各国で経済促進刺激策や他の介入措置を取られ、各国の経済だけでなく、世界経済全体にも回復的成長が見えてきた。特にアジア経済の力強い成長とアメリカ個人消費需要の回復は世界経済成長の推進力となった。これを考慮して、国際通貨基金（IMF）は２０１０年度の世界経済成長予測を高めた。更新された「世界経済見通し」と「国際金融安定性報告書」の中で、IMFは2010年度世界経済の成長予想を前の4.2%から4.6%に引き上げた。
しかし、世界金融市場は依然として脆弱であり、ヨーロッパのソブリン債務危機の勃発とエスカレートは市場の不確実性を強め、ユーロ圏の経済成長に歯止めかけただけでなく、世界経済の回復も遅らせた。危機後期間の移行国の経済成長と発展が直面しているのは、世界的な経済状況は良くなっているが、不確実性と不安定要素は増しているという実状である。

（一）近頃日本経済発展の基本的状況

2016年1月に日本総合研究所（株式会社）が発表した調査部による日本経済に対する観測と分析レポートでは、現在の日本経済は消費が微弱に増え、全体的に緩慢に回復していると述べた。景気状況・企業・外需・就職・消費・不動産など各主要部門の政府統計データに「喜憂両面」の動向が存在するのを示した。「喜」というのは、企業の労働者需要・機械の注文は小幅に上昇；工業製品は出荷数量と在庫数量のバランスは改善；完全失業率は低いレベルに抑えた。「憂」というのは、設備投資拡大が伸び悩み；大企業、制造業の収益環境は良好であるが、見通しは明らかでない。もしも、２０１７年４月に予定通り消費税は10％に引き上げられれば、２０１６年度景気状況はある程度上昇するが、２０１７年度に急激に悪化する恐れがある；国際原油値安は物価の下落に解消効果があるが、インフレ上昇率2％の目標を達成するのに時間がかかる。
１月５日に三菱UFJリサーチ＆コンサルティング社が発表した同社エコノミスト片岡剛士氏の分析予測レポートの中で、首相が去年９月２４日に発表した「アベノミクス新３本の矢」はタイミング的に唐突であるが、そのうちの３年以内にGDPを現在の５００万億円から６００万億円に拡大する経済目標は尚期待できる。同時に「新３本の矢」が「空中解体」のリスクも高まると同氏が指摘した。
与党が夏の参議院選挙を勝ち取り、さらに３分の２の議席を獲得し、一気に平和憲法を改正する法律の壁を乗り越えるために、首相は必ず全力で今年の上半期の経済安定、特に株式市場の繁栄を維持すると考えているアナリストは少なくない。

　いくつかプラスと思われる戦略的情報は徐々に放出されてきた。政府は去年の１２月２４日に、推定によれば環太平洋パートナーシップ協定（TPP）が発効後に、日本は13.6億円の経済効果が得られて、全国GDPを2.6％押し上げる、そしてその推進力は１０～２０年間の間に継続するなどと公表した。アメリカなどが主導している世界銀行が６日発表した予測結果は日本の上述の説法を立証するようなものであった。TPPが発効後、２０３０年までの間、１２カ国の加盟国の総貿易量を11％拡大すると同時に、各国のGDPを平均的に1.1％上昇させ、日本は2.7％アップすると述べた。
しかし、日本政府の現在の境遇は内憂外患と言える。内部では、政府はＧＤＰの２倍に相当する公共債務を耐えなければならない。外部では、ヨーロッパの債務危機がもたらしたリスクは日本経済回復の足枷となっている。
　日本政府は2012年11月の月例経済報告書を発表した。先月に比較すると、今月の報告書の文言はやや変わり、「経済は緩やかに回復」と書いた。報告書では、部品サプライチェーンの回復に伴って経済が日々回復しているとは言え、ヨーロッパの債務問題とタイ水害などのリスク要因を警戒すべきだと念を押した。
　２０１２年４月にスタンダード＆プアーズは繰り返し、日本のソブリン格付けを下げた。大地震に伴うコストは、既に悪化している財政状況をさらに傷つける危険性があると警告した。ほか、フィッチの日本に対するソブリン格付けは「AA-」となり、見通しは「ネガティブ」となった。  
1、日本経済の回復を支えるプラス要因

経済面から見て： 経済成長のクオリティーは高まっていて、構造は改善してる。一つ目は、銀行業界の不良債権処理は成果を見せて、企業への融資をバックアップした。二つ目は、企業再編も成果を見せた、経済成長はミクロ的な素質が上昇している。企業の素質上昇は投資収益・従業員収入増加、ひいて消費支出の増加にも条件を整え、日本の経済回復につながる。三つ目は、経済成長のスタイルに変化が生じた。企業の成長は政府からの資金注入に依頼せず、企業自身の素質を高めることでリスクをヘッジする力を増強する一方、資本市場を通して資金の需要を満たしている。金融構造改革を促進していながら、金融システムの完備も促進している。これは経済成長スタイルの転換と経済サイクルがよくなる兆しでもある。
政策面から見て：

（1）低金利政策を執行して、日本経済の継続的な成長をサポートする。デフレを抑制するために日本銀行は金利をゼロに近いレベルに抑え続けている。そして、金融システムにキャッシュを注入した。日本経済の動向を見て日本銀行は執行している金融政策を続行する可能性は高い。一つは、日本にデフレが続き、消費者物価指数の下落も続いている。二つは国内需要に力不足している、例えば、企業向けサービス価格指数の前月比が連続的に下落したことはデフレのプレッシャーが相変わらず存在しているのをあらわした。しかし、日本銀行が市場への全力的な支援は日本企業の復興と投資拡大に金融的サポートを与えた、継続的な日本経済回復に助力することとなる。
（2）円安政策を執行することで、輸出を刺激し、継続的な経済回復を牽引する。輸出増加は変わらず日本経済回復の誘因の一つである。関係研究結果によると、日本円は米ドルに対して1円下落すれば、日本の主な企業の税引き前利益は0.52％アップすることができる。10％円安すれば日本の国内総生産は0.2％アップする。円とドルの為替レートは102.9対1のレベルに下がれば、日本の輸出に大きく力付けられて、日本の景気上昇にメリットをもたらす。
国際環境面から見て：アメリカ経済成長は日本経済回復の力の一つである。最近アメリカが発表したデータを見て、アメリカの経済はいくつかの予想外のショックを受けたにもかかわらず、成長する足が止まっていない。FRBは適正な金融政策と漸進的な利上げペースを保つと表明した。これは、FRBが経済成長見通しをポジティブに考えていることを意味する。したがって、日本経済はアメリカ経済の穏健な成長のもとで、必ず外需が得られる。輸出の日本経済に対する牽引力が強まると予測できる。
2、日本経済回復を影響するマイナス要因
国内からの原因を見て、まずは政府の税制から目を離してはいけない。日本現行する税率政策は個人消費の増加を妨げて、企業も設備投資に慎重する傾向に向かい、それで、日本経済成長するスピートは鈍くなることが考えられる。次に、取り入れた新自由主義政策が持続的に財政危機を深めている。2015年度当初予算と比べ、税収が増えたため、赤字額は約2.6万億円減少した、２００８年度以来の最低レベルであったが、赤字解消には至らず、七カ国の先進国の中で赤字の最も大きい国となった。
最後は日本総人口が減少していて、人口の急速高齢化と労働力激減は消費支出の拡大を妨害して、日本の長期的な経済見通しに影を落とした。最近のデータからも望ましくない影響が見える。

国際からの原因を見て：
（1）2006年に世界経済の成長が減速、経済発展に必要である外部環境は優れない趨勢となった。
（2）アメリカの経常赤字の引き続き増加に、公共支出の増加と世界的金融パランスの崩れを加えると、長期金利が上昇する速度は予測を上回り、経済回復を阻碍することとなる。

（3）原油価格は高位で調整していることで、輸出の経済を牽引力が弱まり、日本の経済発展における最大の不安定要素となる。

尚又、世界銀行は、続いている世界的な金融不均衡とインフレ上昇の可能性、および工業国政府の公共財政支出の増加などが長期金利の上昇を押し上げ、より深刻な経済減速を招いてしまうと考えている。

（二）最近のロシアと東欧諸国経済発展の基本的状況

　ロシアの経済は２００９年度下半期に好転が見えて、２０１０年度第１四半期から徐々に回復し始めた。原油価格・天然ガス価格の上昇により、ロシア経済は貿易黒字を保つことができた。ルーブルは緩やかに変動相場に移行し、２０１０年度ロシアの融資額は20％増となった。経済成長と失業率の二点から見れば、ロシアは既に危機から脱出したである。
　ロシアのプーチン首相の２０１０年６月の話によれば、ロシア経済はほぼ危機前の成長スピードに戻れた、２００８年度の約99.1％となり、発展趨勢が良好である。
　総合的に見て金融危機後期間にロシア経済は好調状態が持続すると考えられる。その理由は：
　一つ目、ロシアの中央銀行は金融緩和政策を続けることで、銀行の実体経済への融資を促した。ロシア政府の強力なサポートと流動性リスク改善で、銀行業界のシステマティックリスクは大幅に減少した。ロシア中央銀行によれば、２０１０年６月以来、ロシアの銀行業界は投資に積極的になり、実体経済への融資額は著しく増えた。

　二つ目、ロシア経済は危機から脱出できたのは、合理的な財政予算が大きく関わった。現在ロシア政府は順を追って緊急措置を取り消しながら、財政予算の支出効果を高めている。ロシアが財政予算を安定させる重要な措置は予算赤字の縮減である。
三つ目、金融危機後期間に、ロシアは強力な措置を取り続け、実体経済の発展をサポートしながら、実体経済を促進する策を維持する。尚且つ、ロシア政府は、２０２０年までに１万億ルーブル超えの直接援助金を提供して、自動車業界の発展をサポートすると保証した。
四つ目、ロシア政府は２０１１年前の革新型経済発展案に、一・二年以内に革新型経済がロシアの工業産業に占める割合はの6.7％に増加するという目標があった。ロシアの２０２０年までの政府ビジョンに、ロシアの革新型経済発展は、主要な経済分野の労働生産性を3～5倍に押し上げ、生産エネルギー消費量を1.6～1.7倍を押し下げることを取り入れた。その結果、１人当たりGDPは３万ドルを越えるはずである（２００７年は1.4万ドル）。
五つ目、ロシアの財務大臣アレクセイ・クドリン氏によれば、国内投資環境を改善するためにロシア政府は既に今後数年間の行動計画を立てた、再び外国にとって投資魅力のある国になるように努力している。政府の計画では、今後の二・三年のうち、ロシアは外国からの直接投資額を600～700億ドルレベルまでに取り戻さなければならない。
東欧諸国については、ヨーロッパソブリン債務危機の勃発はEUの経済回復に悪化する可能性を与えた。それが原因で、東欧諸国に今後の景気回復に不確実性を招いた。貿易ルートを見て、東欧諸国の多くは輸出が西欧に依存している；資本ルートを見て、東欧諸国は外国からの直接投資に大きく依頼している、そのうえ、銀行の大半は西欧の銀行に主導権を握られていることから、ユーロの勢いが衰えれば、東欧諸国の輸出にもダメージを受けさせるに違いない。同時に、大規模な資本流出は、東欧諸国の景気回復に資金不足と貸し渋りを巻き起こし、経済回復を阻害してしまう。当然ながら、東欧諸国に好調に発展している国もある。例えば、金融危機の衝撃を耐えきたボーランドは、ヨーロッパと中央アジアの24か発展途上国の中で数少ない産出萎縮をしていない国の一つである。ポーランド、ウクライナとチェコのような東欧の移行国は今後、暫くの間、経済発展が良好な方向に向かうことが比較的に明瞭である。
三、金融危機後期間に目立つ日本の国際貿易問題
金融危機後期間に集中的に現れる日本対外貿易の特徴：工業産業は主に太平洋沿岸に位置している。太平洋沿岸の東京・横浜・大阪・名古屋などは全て良質な港湾であって、海上交通が便利で対外貿易に有利である。
日本対外貿易発展に両面性も持っている。一方は、「貿易立国」方針のもとで、対外貿易は世間に注目させる目覚しい発展を成し遂げた；もう一方は、輸出増加の追求に偏る「加工貿易主義」政策によって、対外貿易の拡張は異常な状態を呈した。
（一）加工型対外貿易の弊害

日本国内の資源が極めて乏しく、経済発展のために対外貿易の発展に力を入れなければならない。即ち海外に完成品を輸出して、引き換えに、必要な原材料、エネルギーと食料などを手に入れる。こうして生まれた対外貿易体制は加工型貿易体制と称された。

（二）経済発展中の資源問題
経済を発展するうえ、資源問題を克服しなくてはいけない。具体的には、一つ目：日本の鉱物資源はセメントと化学肥料の原料である石灰岩鉱以外、埋蔵量は少なく、各種類の金属は全部輸入に頼る。二つ目：資源保有国は当時日本と冷戦状態にある。三つ目、日本の国土のうち14.8％しか農作に適していない。食料生産は国民の需要を満たすことができない。四つ目、政治に関して、韓国・朝鮮・中国・ロシア等の国は日本を敵視していて、アメリカ代表のマッカーサー将軍の日本に対する支配は実質上、日本の支配階級のうえに立った。そして、アメリカからの軍事弾圧と全面的な制裁は重かった。五つ目：周辺国は相次ぐ台頭し、自国の発展に力を注ぐに伴って西洋技術も取り入れた。このような競争環境は日本の発展に実に不利であった。
（三）日本経済の成熟と対外貿易体制の改革
日本は成熟した経済大国とは言え、貿易体制は加工型貿易に変わっていない。この内面のアンバランスは日本の貿易体制に改革が必要とすることにした。
四、日本経済発展に用いた解決ツール
（一）貿易の商品構造を転換

内需を拡大し、完成品の輸入比率を引き続き高め、合理的な輸出規模をキープして、他国との間に「水平分業はメイン、垂直分業はサポート」の産業の分業構造を作る。長期に続く異常な発展状態を解消し、貿易黒字を縮小し、貿易摩擦を緩和する。
（二）一段と地域貿易構造を調整
強力に地域集団化・資本・貿易自由化と世界経済の一体化を進めて、このような状況のなかで、アジアの他の国および地域との経済貿易関係を促進して、アジア太平洋経済協力において、主導的な役割を発揮することを目指す。同時に、アジア太平洋地域以外の市場の開拓と強固を推進する。全力で貿易の地域構造をアジア太平洋を中心に、全世界に拡散する構図を築く。

（三）貿易自由化問題では従来の受身、消極的な態度を改正
積極的に国内経済構造の調整を進めることと内需を拡大することを通して、経済の活力を取り返す。各貿易相手国の公憤を巻き起こした取引の慣例や国内市場への参入障害などに関して適切に調整するにより、対外摩擦を緩和する。
（四）対外貿易管理体制では市場メカニズムを重視
日本は、既に綿密で行政指導性の強い管理体制を備えている。それにある科学性・合理性・効率性を保つのを前提に行政干渉を減らし、市場メカニズムの効果を増進することで、市場内の法則を土台とする対外貿易管理体制を作り上げる。
（五）対外貿易政策を転換

1、継続且つ強力に産業政策を遂行、輸出を促進。

９０年代から日本は「創造的知識集約型」の産業政策を打ち出した。日本は産業構造の調整、知識集約産業の整備、それに経済を発展させる足を止めることなく、単一成長という目標から、「生活の大国」という目標に転じた。経済成長のパターンは輸出主導型から内需主導型に方向を変えた。政府は「新技術立国」と「科学技術立国」といった前進方向を表明し、レポート「21世紀向け日本経済構造改革の考え」を発表した。その中に、製造業を中心とする国際分業が避けられない、日本は新たな産業分野を開拓する一方、既存産業は高付加価値産業に転換すべき、規制の緩め、競争の促進し、関連する企業制度の改革をすべくと指摘した。
2、日本円の国際化を加速
日本では日本円を国際化させるとの声は随分前から聞こえている。８０年代末に日本が求める円国際化の目標は「ドル・マルクと円の三極となる通貨体制」であった。しかしながら、バーブル破壊につれ、円は準備通貨としての魅力を失ってしまい、国際市場における地位は下がり続けた。日本のGDPは世界第2位であるが、世界の外貨準備にしても、国際貿易精算にしても、円はドルと争うところか、今後ユーロに肩並べもできないはずである。現在に求める円の国際化は国際での居場所を残ることに過ぎない。
3、強力に相補型対外投資を促進
日本のグローバル企業は国内での劣勢産業を優位に立たせる地域に移転させた。対外直接投資に選んだ相手国はだいたい発展途上国であった。その投資の戦略目標はより多く海外の安い原材料・労働力と広い市場を獲得することである。具体的には以下の点がある：
一つ目、日本は巨大な対外直接投資額を持っている。日本銀行の統計によると、２０１３年度の対外投資額は1，177，265億円にのぼった。日本の対外投資プロジェクトの平均規模は大幅に増加した。
二つ目、日本の対外直接投資の種類は自然資源と労働力志向が多い。各業界の投資を見ていると、製造業への投資は機械業とエネルギー業に集中している。これの原因は日本に資源が少なく、労働力不足にある。
4、戦略的輸入保護政策を推進

日本の経済は世界経済システムの重要な構成要素である。日本企業の国際化経営動向が顕著するにつれ、企業組織はより効率的にこれまでの活動を展開するために、グローバル企業に向け、歩みだした。それで一層と企業の海外での産業拡大を刺激した。急激な海外拡張による相手国の反発を防ぐため、日本政府は企業を無秩序の単純な海外拡張から、秩序のある海外生産活動と、相手国の経済開発方向に一致する企業拡張へ導いた。
五、結び
以上のプラスとマイナスの要素を総合して、筆者は、日本経済は内在的成長力が強く、経済発展の実状は安定的成長だと判断し、経済成長率は1.5％ほどと予測する。もし以上のマイナス要素は交差し重ね合えば、内需拡大の動力が弱まってしまい、経済成長の状況は逆転する可能性もある。
要するに、金融危機後期間に大きなダメージを受けた日本が移行段階にて実施する様々な戦略貿易政策が有効に遂行したのは多種な要素に共同作用による結果である。これは長い時期にわたって日本経済の快速な回復に助力する。すなわち、戦略貿易政策の遂行は経済体制の運行環境を改善することもでき、最終的に市場経済体制を形成させることもできる。次第に、金融危機が国の経済に与えたダメージから脱げ出す。参考性を有する。したがって、日本経済発展の経緯を深く知ることは、中央アジア地域諸国のインフレと通貨高による一連の問題を防ぐ効果がある。本文の日本経済発展経緯に対する分析は各国の経済が将来直面するかもしれない問題をシンプルに分析したとも言える。ある程度それらを解決する方法も提案した。私が最後に言いたいのは国際貿易は国民経済発展の要であって、国際貿易の発展は国の経済発展に対して非常に大きなスピールオーバ効果を持ってるから、グローバル化が進む今日において、いかに国の国際貿易を発展させることは一刻の猶予もできない問題となった。
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